
 

 

【追加開示事項】 

会社法第 782 条第 1項及び会社法第 794 条第 1項に定める事前備置書類 

(吸収分割に係る事前開示書類) 

 

2022 年 2 月 14 日 

 

東京都千代田区神田和泉町 2 番地 

日本通運株式会社 

代表取締役社長 齋藤 充 

 

東京都千代田区神田和泉町 2 番地 

NIPPON EXPRESS ホールディングス株式会社 

代表取締役社長 齋藤 充 

 

 日本通運株式会社(以下｢日本通運｣といいます。)及び NIPPON EXPRESS ホールディングス

株式会社は、両当事者間で締結した 2022 年 1 月 18 日付吸収分割契約書(以下｢本件契約｣と

いいます。)に基づき、2022 年 3 月 18 日を効力発生日として、吸収分割(以下、｢本吸収分

割｣といいます。)を行うことに関し、会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 183 条

並びに会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 192 条に定める事前備置書類(以下、

｢本事前備置書類｣といいます。)を本店に備え置いておりますが、2022 年 2 月 14 日付で日

本通運において同社の警備輸送事業を分社化する決議を行ったことに伴い、本事前備置書

類の内容に変更が生じたため、会社法施行規則第 183 条第 7 号及び第 192 条第 8 号の規定

に基づき、下記のとおり追加して備え置きます(なお、下線は変更箇所を示しておりま

す。)。 

 なお、下記における用語は、本事前備置書類において定義した各用語と同一の意義を有

するものといたします。 

 

記 

 

4. 計算書類等に関する事項 

 

(3) 吸収分割会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容(会社法施行規則第183条第

5 号イ及び第 192 条第 4 号ハ) 

 

(ⅴ) 吸収分割会社は、2022 年 2 月 14 日開催の取締役会において、同社の日本国

内における警備輸送事業に関する権利義務を同社の完全子会社であるＮＸ
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キャッシュ・ロジスティクス株式会社に対して承継させる吸収分割を行う

ことを決議いたしました。当該吸収分割に係る吸収分割契約書は 2022 年 2

月 15日に締結される予定であり、当該吸収分割の効力発生日は2023年 1月

1 日を予定しています。 

 

以 上 

 

 


